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論文内容要旨
目的
 腰椎は椎間板と推問関節よりなる運動単位であり複雑な運動性を有している。その可動性は腰
 痛との関係から様々な検索がなされているものの、その立体的形態をふま客た正確な定量的計測
 は充分になされていない。著者は同時二方向X線撮影装置を用いて腰椎不安定性を示す代表的疾
 患とされている腰椎無分離辷り症の前後屈運動における辷り部での運動の三次元解析を行い,可
 動性の定量化を行った。そして,これらの疾患における辷り部での不安定性の評価を行い、腰椎
 固定術の必要性について検討を加えた。また,従来日常診療で使われてきた腰椎不安定性の指標
 が定量的手法で計測した結果とどのように相関するかを検討した。
 対象並びに方法
 対象は腰椎無分離辷り症36例(男12例。女24例、平均6L3才),分離辷り症27例(男11例,
 女16例,平均47.2才)の計63例である。辷り部位は前者では第4-5腰椎間が34例,第3-
 4腰椎間が2例であり,後者では第5腰椎一仙椎間が20例,第4-5腰椎問が7例であった。こ
 れらに対して同時二方向撮影装置を用いて股関節の動きが入らないように被験者を固定し,腰椎
 正面像と側面像を正立位,前屈位、伸展位で計6枚撮影した。このフィルム上に各脊椎ぐとに、
 椎体上下縁中心,左右椎弓根上下端,左右上関節突起上端,棘突起下端の9点をマークし、画像
 解析装置を用いて各点の二次元座標を決定した。次いで正面像と側面像からcomputerを用いて
 各椎間の三次元運動性を計算して一次回旋運動としての前屈域,伸展域と両者を合せた全可動域,
 随伴回旋運動として同時に起る側屈域と軸旋域を求めた。この計測法の精度は誤差1.5度以下で
 ある。得られた計測値よりt検定を用いて辷り部と非辷り部での可動性の差を比較した。また椎
 体の見掛けの辷りの変化が4㎜以上あるものと椎間板の後方開大があるものをもって腰椎不安定
 性指標とし,それらと可動性の関係を検討した。
結果
 腰椎不安定性指標は無分離辷り症では安定群15例,不安定群8例であり,分離辷り症では15例,
 不安定群9例であった。椎間板の後方開大は無分離辷り症の12例,分離辷り症の7例に認めた。
 第4-5無分離辷り症では辷り部での全可動域は6度,非辷り部では6度から7度であり有意差
 がなかった。第5腰椎一仙椎分離辷り症では辷り部の全可動域は12度であり,非辷り部での6度
 から9度に比して大きな可動性を有していた(P<0.01)。無分離辷り症の不安定群,後方開大
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 あり群の辷り部での全可動域は共に9度であり,安定群、後方開大なし群の5度より大きく,分
 離辷り症でも不安定群の辷り部での全可動域は13度で,安定群の8度より大きかった(P〈0.01)。
 また分離辷り症では辷りが25%以内の群は12度,25%以上の群は8度と辷りの進行につれて
 全可動域の低下が認められた(P〈0.01)。加齢と全可動域の関係をみると無分離辷り症では辷
 り部において59才以下が8度,60才以上が5度と加齢により可動性が減少していた。しかし,分
 離辷り症に;おいては59才以下が10度、60才以上が11度と加齢による変化が見られなかった。また
 前後屈運動の際には側屈と軸旋が随伴回旋として起っているが、無分離辷り症,分離辷り症のい
 ずれにおいても辷り部も他椎間も1度から2度の小さな動きであった。また腰椎不安定性指標の
 有無でみても有意差はなかった。
考察
 従来の腰椎運動における可動域の測定は側面X線像のみで行われておりその精度に問題があっ
 た。著者の用いた同時二方向撮影による三次元解析システムは一次回旋だけでなく随伴回旋も測
 定可能であり,その高い精度と共に腰椎運動の解析には最も適している。その結果,無分離辷り
 症も分離辷り症もともに辷り部において側屈,軸旋などの異常な随伴運動は生じていなかった。
 無分離辷り症の辷り部の全可動域は他の高位と有意差がなく,また加齢により辷り部のみに全可
 動域の低下が認められた。無分離辷り症の発症機序においては椎間関節の関節症性変化の進行が
 大きな要素であり,そのため椎間関節に骨棘が形成されることがその原因であると考えられる。
 従って椎間関節を全切除する場合以外は腰椎固定術を併用しなくても異常可動性は生じない。し
 かし,推問板の後方開大が見られる場合には椎間関節切除の程度により腰椎固定術が考慮される
 べきである。一方分離辷り症においては辷り部における全可動域が最大であり,加齢変化を生じ
 た群においても辷り部はなお若年者と同等の可動性を有していた。これは分離部の存在により加
 齢による可動性減少を上回る異常可動性が生ずることを意味し,辷り部の安定性を獲得するには
 腰椎画定術は必須であると考えられる。また腰椎不安定性指標として椎体の見掛けの辷りの変化
 と椎間板の後方開大は有用であり,共に定量化した全可動域とよく相関し,腰椎固定術の適用の
 指標となる。
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 審査結果の要旨
 下部腰椎は2足歩行を強いられる人間にとって上方からの荷重に耐えて賜幹部を支え,しかも
 前後屈などの日常生活において可動許容性を要求される重要な支持機構である。年令増加に伴う
 退行変性と反覆した腰椎部への力学的歪曲は腰椎前方での推問板,及び後方での椎間関節に変形
 を来たし,いわゆる腰痛の大きな原因とされている。
 重なりあう腰椎の可動性は一つの運動単位として捉えられるが,従来は腰椎側面からのレント
 ゲン写真において体動特の異常可動性ないしは不安定性を計測するに過ぎなかった。
 本研究は通常の肉眼的レントゲン写真の判定をより客観的に捉える観点より互いに直行する2
 平面上に投影された画像の幾何学的手法の解析原理を応用して三次元座標を決定して計測したも
 ので,この方法は視覚による誤差を補正しかつ三次元的運動性を正確に標示するものである。研
 究対象として腰椎無分離辷り症,並びに腰椎分離辷り症を選び異常可動性を示す部分の運動を三
 次元的に解析を行った。その結果無分離辷り症,平均61才の症例においては側面レントゲン像で
 辷りを示していた部分の可動性が著明に減少していることを客観的に確認し,これは辷り部での
 椎間関節の関節症変性の進行によるものと推論した。一方分離辷り症は平均年令が47才と前者よ
 りもやや若いが本来先天的要素もあり,11才からの症例が含まれるものの80才の老令に至るまで
 の症例で共通して辷り部での可動性は年令にかかわらず残存していることが証明された。
 一方前後屈のほかに側屈,軸旋などの運動時の異常可動性を解析した結果,異常な随伴運動は
 2群いずれでも僅少なものであることが確認された。
 下部腰椎は脊柱管の内部に馬尾を含み腰椎の辷り症においては硬膜外からの圧迫により下肢麻
 痺を生じたり,さらに椎間孔の狭小化により神経根の圧迫による疼痛や麻痺などの神経症状を生
 じるものである。運動器官の退行変性の中で年次老令者の増多とともに本疾患が重要な治療対象
 となりつつある昨今,腰椎部において神経要素に対する骨,関節等の切除による除圧と共に辷り
 を固定して病変を予防する手術手技を決定する意味で客観的かっ正確にその異常可動性を数量化
 しうる方法を開発した本研究は十分学位論文にふさわしい研究と考えられる。
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